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新たに４社がくるみん認定企業に！！ 

～子育てサポート企業が着々と増えています～ 

「くるみん」とは、次世代育成支援対策推進法（以下、「次世代法」 

という。）に基づく認定を受けた企業等に付与されるマークです(右図)。 

 今回、滋賀県内の事業所が、新たに４社認定を受けて 

「くるみん」マークを付与され、これで管内の認定企業総数は 

３８社になりました。 

 

☆今回次世代法に基づき、「子育てサポート企業」として認定されたのは以下の４社です。 

 (取組内容、認定制度については裏面、別添資料参照) 

 

◎石部運輸倉庫 株式会社（代表取締役 武田 信也）   （湖南市：２回目） 

◎株 式 会 社  内 田 組（代表取締役 内田 美千男） （大津市：２回目） 

◎グリーン近江農業協同組合（代表理事理事長 岸本 幸男）（東近江市：１回目） 

◎島津メクテム 株式会社（取締役社長 西村 節志）   （大津市：２回目） 

 

下記の日程により、認定マーク交付式を行います。 

日 時：平成２８年３月２８日（月） １１：３０～１２：００ 

場 所：滋賀労働局 局長室(大津市御幸町６－６) 

是非、当日の取材をお願いいたします。 
 

☆平成２８年４月から、女性活躍推進法に基づく認定制度も新たにスタートします。 

 同日１４：１０より、滋賀労働局雇用均等室（大津市梅林１－３－１０ 滋賀ビル５階）において 

認定マーク愛称「えるぼし」の命名者への記念品贈呈式も行います。 

担 
 

当 

 

滋賀労働局雇用均等室 

 室 長  佐々木  晃 子 

 室長補佐  山 本  久 恵 

 TEL： ０７７－５２３－１１９０ 

資 料 提 供 

滋 賀 労 働 局 発 表 

平成２８年３月２２日（火） 

１４：００解禁 

認定回数が 

星の数だよ 

（所在地：認定回数） 



 

 

 

◆次世代法に基づく認定とは 

次世代育成支援対策推進法に基づき、一般事業主行動計画を策定・実施し、認定基準（目標の達成や 

計画期間内の女性の育休取得率７５％以上など）を満たした場合には、申請を行うことにより、「子育てサ

ポート企業」として厚生労働大臣（労働局長へ委任）の認定を受けることができます。 

◆認定のメリット 

認定を受けると右の認定マーク（愛称：くるみん）を、商品、広告、求人広告 

などに付け、子育てサポート企業であることをアピールできます。 

 その結果、企業イメージの向上、従業員のモラールアップやそれに伴う生産性の 

向上、優秀な従業員の採用・定着が期待できます。 

 さらに、税制上の優遇措置を受けることができます。 

◆参考 

【次世代育成支援対策推進法について】  

http://www.mhlw.go.jp/general/seido/koyou/ryouritu/index.html  

 

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 

 

【添付資料】 

 別添１－１ 石部運輸倉庫 株式会社 の取組 

別添１－２ 株式会社 内田組 の取組 

別添１－３ グリーン近江農業協同組合 の取組 

別添１－４ 島津メクテム株式会社 の取組 

別添２   滋賀県内におけるこれまでの認定企業 

参考資料  このマークをご存知ですか？ 

 参考資料  くるみん・プラチナくるみん周知用クリアファイル 

 

 
 



 

石部運輸倉庫㈱の取組 

   

所 在 地   湖南市 

   業   種   運輸・倉庫業 

   労働者数    １９０人（男性 １６５人、女性 ２５人） 

 

               

■行動計画 

 

計画期間   平成２５年 ３月２１日～平成２７年 ３月２０日 

内  容 

 ☆ 目標１：小学校就学前までの子をもつ従業員を対象とする、保育園・幼稚園行事参加

休暇の導入を検討する。 

☆ 目標２：出産前後の従業員へのキャリア形成に関する支援を実施する。 

 

 

■行動計画取組状況 

  

☆ 計画期間における育児休業等取得実績 

男性  育児休業等取得者   ５人 

女性  育児休業等取得者   １人（取得率１００％） 

☆ 目標１ 

平成 25 年 6 月 対象となる従業員へ「仕事と家庭の両立アンケート」を実施。 

平成 26 年 2 月 アンケート結果の集計及び休暇制度内容・条件等の検討。 

平成 26 年 3 月 就業規則への条文化の検討。 

☆ 目標２ 

     平成 26 年 6 月 対象となる従業員へ「仕事と家庭の両立アンケート」を実施。 

     平成 27年 2 月 アンケートの集計及び出産前後の従業員に対するキャリア形成

に関する支援内容を検討。 

 

 

 

別添１－１ 



 

 

 

㈱ 内 田 組 の 取 組 

 

  所 在 地   大津市 

   業   種   建設業 

   労働者数    ７０人（男性 ５９人、女性 １１人） 

 

                

■行動計画 

 

計画期間   平成２５年５月１６日 ～ 平成２８年２月２４日 

内  容 

 ☆ 目標１：育児休業後に復職しやすくするため、定期的に会社に関する情報を提供する。 

☆ 目標２：男性の育児休業取得の為、周知勧奨を行う。 

 

 

■行動計画取組状況 

 

 

☆ 計画期間における育児休業等取得実績 

男性  看護休暇取得者   １人 

女性  育児休業取得者   １人（取得率１００％） 

 

☆ 目標１ 

H25.8  打ち合わせ会議にて提供する情報の内容を検討。 

H27.8～ 全社員参加の安全会議の資料を育児休業中の社員に郵送。 

 

☆ 目標２ 

H25.8  打ち合わせ会議にて、パンフレット内容の検討。 

H25.9    パンフレット「男性の育児休業とワークライフバランス」作成。 

H25.10  全社員参加の安全会議にて上記パンフレットを配布。周知勧奨。 

H27 年度中に男性が１人看護休暇取得。 

別添１－２ 



 

グリーン近江農業協同組合の取組 

   

所 在 地   東近江市 

   業  種   農業協同組合 

   労働者数   ５７１人（男性 ３１８人、女性 ２５３人） 

 

■行動計画 

 

計画期間   平成２３年４月１日～平成２７年３月３１日 

内  容 

 ☆ 目標１：育児・介護休業等規程の周知を図り、育児休業中や復職後の処遇に関する情報

を提供する。 

 ☆ 目標２：育児休業期間中、定期的に組合に関する情報を提供する。 

 

 

■行動計画取り組み状況 

 

☆ 計画期間における育児休業等取得状況 

男性  育児休業取得者   １人 

女性  育児休業取得者  ３３人（取得率１００％） 

 

☆ 目標１について 

平成２３年４月  育児・介護休業等規程を構内ネットへ掲載し、周知を行った。 

平成２５年１２月～平成２６年２月 

職場内報「ぐりーんおうみ」において概要の掲載を行った。 

平成２５年１２月 職場内報「ぐりーんおうみ」で特集（第１回／全３回） 

           「子育てしやすい職場環境づくりに取り組んでいます！」で制度紹介 

平成２６年１月  職場内報「ぐりーんおうみ」で特集（第２回／全３回） 

        「どうする？パパの育児休業」で制度紹介し、取得促進 

平成２６年２月  職場内報「ぐりーんおうみ」で特集（第３回／全３回） 

        「育児と仕事を両立するためには・・・」で制度利用方法を紹介 

 

☆ 目標２について 

平成２３年４月～ 毎月、育児休業中の職員に情報提供。 

職場内報「ぐりーんおうみ」 

広報誌「ぐりんぴーす」 

 

別添１－３ 



 

 

 

島津メクテム（株）の取組 

  所 在 地   大津市 

   業  種   製造業 

   労働者数   １４５人（男性１２１人、女性２４人） 

 

■行動計画 

 

計画期間   平成２５年４月１日～平成２７年３月３１日 

内  容 

 ☆ 目標：平成２７年３月までに、１ヶ月３０時間以上の所定外労働時間を行なう従業員

数を削減する取組みを推進する。 

 

 

■行動計画取り組み状況 

 

☆ 計画期間における育児休業等取得状況 

男性  看護休暇取得者   ３人 

女性  育児休業等取得者  １人（取得率１００％） 

☆ 目標について 

平成２５年４月  行動計画を社内イントラネットに掲載し社員へ周知 

平成２５年４月～ 所定外労働の原因の分析等を行う 

  各部署で定年退職等もあり、人員の不足も原因の一つにあるのか検討を行った。 

平成２５年４月～ 管理職に所定外労働時間削減のための指導を行う 

  管理職には毎週月曜日の朝会にて当月の現状所定外労働時間について報告し、削

減につなげるよう指導を行った。 

 

   平成２５年４月１日～平成２７年３月３０日とその前の２年間を比較 

   総人員中、１ヶ月の所定外労働時間３０時間超過の者が１．４％の減少 

 

別添１－４ 



別添２

認定年 企　　業　　名 所在地 業種 従業員数

平成１９年 株式会社　平和堂 彦根市 小売業 １２，９８５人

平成２０年 株式会社　滋賀銀行 大津市 金融業 ３，３３９人

日本電気硝子　株式会社 大津市 製造業 ２，７９１人

平成２１年 菱琶テクノ　株式会社 長浜市 製造業 １６３人

平成２２年 日本電気硝子　株式会社（２回目） 大津市 製造業 ２，５３５人

株式会社　ティーディー・ドライブ 守山市 製造業 ６１人

株式会社　奥田工務店 蒲生郡日野町 建設業 ９６人

平成２３年 財団法人　近畿健康管理センター 大津市 医療業 ５９６人

株式会社　滋賀銀行（２回目） 大津市 金融業 ３，３４２人

豊栄建設　株式会社 長浜市 建設業 １５人

大栄土木　株式会社 近江八幡市 建設業 １０人

住友電工ウインテック　株式会社 甲賀市 製造業 ３５１人

株式会社　昭建 大津市 建設業 １４６人

古河ＡＳ　株式会社 犬上郡甲良町 製造業 １，４８１人

平成２４年 菱琶テクノ　株式会社（２回目） 長浜市 製造業 １７９人

株式会社　アイテス 野洲市 製造業 １３１人

新江州　株式会社 長浜市 製造業 １４８人

株式会社　平和堂（２回目） 彦根市 小売業 １４，６８８人

株式会社　金田工業 甲賀市 建設業 １１人

医療法人　敬愛会 東近江市 医療業 ２１５人

株式会社　沢井建設 蒲生郡竜王町 建設業 １０人

日本電気硝子　株式会社（３回目） 大津市 製造業 ２，４４６人

　 奥儀建設　株式会社 東近江市 建設業 ３０人

平成２５年　 石部運輸倉庫　株式会社 湖南市 運輸倉庫業 １４８人

島津メクテム　株式会社 大津市 製造業 １４３人

スターライト工業株式会社 栗東市 製造業 ５４５人

ダイキンレクザムエレクトロニクス株式会社 草津市 製造業 １６１人

株式会社　内田組 大津市 建設業 ５３人

西村建設株式会社 湖南市 建設業 ８７人

古河ＡＳ　株式会社（２回目） 犬上郡甲良町 製造業 １，４８２人

株式会社日吉 近江八幡市 サービス業 ２８１人

平成２６年 特定非営利活動法人ゆうらいふ 守山市 医療業 ９８人

びわ湖放送　株式会社 大津市 放送業 ６３人

株式会社　滋賀銀行（３回目） 大津市 金融業 ３，２９４人

豊栄建設　株式会社（２回目） 長浜市 建設業 １４人

株式会社　山久 長浜市 小売業 ６５人

株式会社　平和堂（３回目） 彦根市 小売業 １４，０５６人

大栄土木　株式会社（２回目） 近江八幡市 建設業 ８人

株式会社　向茂組 東近江市 建設業 ５７人

株式会社　昭建（２回目） 大津市 建設業 １３３人

株式会社　桑原組 高島市 建設業 ２５２人

太陽舗道　株式会社 近江八幡市 建設業 １５人

平成２７年 たち建設　株式会社 栗東市 建設業 ４５人

甲賀高分子　株式会社 湖南市 小売業 ８０人

国立大学法人　滋賀医科大学 大津市 教育、学習支援業 １，６９２人

株式会社　笹川組 大津市 建設業 ４０人

株式会社　沢井建設　（２回目） 蒲生郡竜王町 建設業 １０人

日本電気硝子　株式会社　（４回目） 大津市 製造業 ２２３５人

医療法人社団　仁生会　甲南病院 甲賀市甲南町 医療業 ３２４人

株式会社　松浦組 大津市 建設業 ２７人

平成２８年 石部運輸倉庫　株式会社（２回目） 湖南市 運輸倉庫業 １９０人

島津メクテム　株式会社（２回目） 大津市 製造業 １４５人

グリーン近江農業協同組合 東近江市 農業協同組合 ５７１人

株式会社　内田組（２回目） 大津市 建設業 ７０人

滋賀県内におけるこれまでの認定企業

認定企業数合計　３８社（うち１社は４回、２社は３回、９社は２回）

※年別・認定日順・従業員数は認定時

平成２８年３月２２日現在


